2017年2月11日～12日　時事共同ＮＨＫしんぶん赤旗
南スーダン、建国記念の日、日米首脳会談、野党共闘、スノーデン
南スーダンで「戦争犯罪の可能性」＝市民攻撃に警告－国連安保理
　【ニューヨーク時事】国連安保理は１０日、南スーダンで続く戦闘を「強く非難」し、即時停戦を呼び掛ける報道機関向け声明を発表した。また、市民が標的になっている事態は「戦争犯罪」に当たる可能性があると指摘し、関与した者は制裁対象になり得ると警告した。
　また、南スーダン政府が現地の平和維持活動（ＰＫＯ）部隊による市民保護などの任務を妨害していると指摘した。
　市民への攻撃については「最も強い言葉で非難する」と強調。現地で市民の殺害や性暴力、民族間の暴力などが報告されていることに「深刻な懸念」を表明した。（時事通信2017/02/12-00:51）
南スーダン戦闘は「戦争犯罪」　国連安保理が即時停戦要求

共同通信2017/2/11 16:40

　【ニューヨーク共同】国連安全保障理事会は10日、南スーダンの各地で続く戦闘について強く非難し、全ての当事者に即時停戦を求める報道声明を発表した。市民を狙った攻撃は「戦争犯罪になり得る」とし、関与した人物は制裁対象になると警告した。

　国連のアダマ・ディエン事務総長特別顧問も、南スーダンで「大虐殺が起きる恐れが常に存在する」との声明を7日に出しており、危機感が国連内で高まっている。

　報道声明は南スーダン政府が現地の国連平和維持活動（PKO）を妨げていることに深い懸念を表明。和平に向けた政治プロセスが最も重要であると強調した。

南スーダン 攻撃繰り返され市民が犠牲 安保理が非難声明
ＮＨＫ2月11日 17時36分
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自衛隊の部隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加している南スーダンについて国連の安全保障理事会は１０日、北部や南部では攻撃が繰り返され、市民が犠牲になっているとして非難する声明を発表しました。
南スーダンでは、ディンカ族のキール大統領の政府軍とヌエル族のマシャール前副大統領を支持する反政府勢力との対立をきっかけに各地で衝突が相次ぎ、この３年間で１５０万人以上が周辺国に逃れる事態となっています。
こうした中、国連の安全保障理事会は１０日、北部のアッパーナイル州や南部のエクアトリア地方で市民を殺害する攻撃が繰り返されたり略奪が横行したりしているとして非難する声明を発表しました。
声明は、攻撃の具体的な状況や政府軍と反政府勢力のどちらが関与したかには触れていませんが、南スーダン政府に対して攻撃の当事者を突き止め、事実関係を明らかにするよう求めています。
国連によりますと、南スーダン政府は、国連が平和維持活動を強化するために追加派遣を決めた周辺国からなる部隊の受け入れや和解に向けた対話に努力するとしていますが、いずれも実現していません。
南スーダンでは、自衛隊の部隊が活動している首都ジュバは、治安が比較的安定しているとされていますが、地方では治安の悪化に歯止めがかかっておらず、先が見通せなくなっています。
しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
「戦闘」を「衝突」という防衛相　辞任求めて緊急行動　安保法制やめろ　自衛隊もどせ
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（写真）稲田防衛相の辞任を求めてコールする人たち＝10日、国会正門前


　自衛隊員が派遣されている南スーダンで起きた｢戦闘｣を｢衝突｣とごまかした稲田朋美防衛相の辞任を求める緊急抗議行動が１０日夜、国会正門前で行われました。５００人（主催者発表）が参加。学生、ママ、元自衛隊員、学者、国会議員、弁護士らがスピーチし、「稲田は辞めろ」「自衛隊を日本に戻せ」「安保法制いますぐやめろ」とコールしました。
　抗議行動は、東京都内に住む日下部将之さん（４２）が２日前にＳＮＳで呼びかけました。前日の夜には、有志が告知のフライヤーをつくり、情報が拡散しました。日下部さんは「こんなに集まるとは思いませんでした。怒りをシンプルにぶつけましょう」とよびかけました。
　スピーチした上智大学教授の中野晃一さんは、安倍政権と米国のトランプ政権には共通点があると指摘。「その一つが、戦略的に無能ということです。私たち有権者が追い出さないといけない」と訴えました。
　「稲田さんは大臣として不適格です。国民、自衛隊員をバカにしてます」と声をあげたのは、筑波大大学院生の諏訪原健さんです。「命を軽んじるような政治は終わりにしましょう」と訴えました。
　民進党の後藤祐一、日本共産党の池内さおり両衆院議員、社民党の福島瑞穂参院議員もスピーチしました。
　稲田大臣が辞任していなければ、１７日の夜も国会正門前で抗議をするとしています。
建国記念日、改憲に気勢と危機感　都内で集会

共同通信2017/2/11 17:35
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建国記念の日に合わせて開かれた護憲派の集会＝11日午後、東京都中央区

　建国記念の日の11日、憲法改正に賛成、反対のそれぞれの団体が東京都内で集会を開いた。改憲派は「国の独立と繁栄を守るための新しい憲法の制定を目指し、さらなる努力を」と気勢を上げる一方、護憲派は「現政権は改憲へ正面突破の動きを強めている」と危機感をあらわにした。

　歴史学研究会などでつくる団体は中央区で集会を開き、約260人が駆け付けた。憲法会議の川村俊夫代表幹事は自民党改憲案の問題点を挙げ「憲法は古くなったわけではなく、時代の先端だ」と強調。

　神社本庁などでつくる「日本の建国を祝う会」が渋谷区で開いた式典には約1200人が参加した。

建国記念の日 各地で祝う式典や反対する集会
ＮＨＫ2月11日 17時40分
建国記念の日の１１日、これを祝う式典や反対する集会が各地で開かれました。
このうち東京・渋谷区の明治神宮会館では、神社本庁などで作る「日本の建国を祝う会」が式典を開き、主催者の発表でおよそ１２００人が参加しました。
そして、國學院大学の大原康男名誉教授があいさつし、「去年の参議院選挙の結果、衆参両院で改憲勢力が初めて３分の２を超えました。ことしの建国記念日が憲法改正に確実に踏み出す第一歩となることをせつに祈ります」と述べました。
式典では、政府主催による奉祝行事を開くことを強く求める決議が採択されました。
４０代の女性は「今の日本があるのは先人たちのおかげなので、感謝の気持ちで参加しました。占領期に制定された憲法ではなく、日本国民みずから憲法を作っていくべきです」と話していました。
一方、東京・中央区では、歴史研究者や教職員など主催者の発表でおよそ２６０人が参加して建国記念の日に反対する集会が開かれました。
はじめに学者などで作る団体、憲法会議の川村俊夫代表幹事が「憲法の歴史は改憲勢力との戦いだったが、これまで変わらなかったのは、国民が憲法を支持して自分のものにしてきたからだ。憲法を守るために草の根で憲法を話題にしていくことが重要だ」と訴えました。
そして「私たちは平和と人権を思い、民主主義と立憲主義の課題を考えるため集ってきた。憲法の理念が生きる社会をつくり出そう」というアピールが採択されました。
集会に参加した高校２年の男子生徒は「初めて参加しました。きょうをきっかけにみんなで平和や憲法について考えていくことが必要だと感じました」と話していました。
しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
戦前回帰止め憲法守ろう　「建国記念の日」　東京で反対集会
　「建国記念の日」に反対し施行７０年の日本国憲法を守りぬこうと｢２・１１集会｣が１１日、東京都内で開かれました。歴史研究団体などでつくる「『建国記念の日』に反対し思想・信教の自由を守る連絡会」の主催で、約２６０人が参加。全国各地で同様の集会が開催されました。
　東京歴史科学研究会の高田雅士氏が開会あいさつ。戦前の「紀元節」を復活させた「建国記念の日」は「非科学的で、主権在民にも反する」と指摘。１１月３日の「文化の日」を「明治の日」に変える動きが本格化する中、戦前回帰を止める運動を呼びかけました。
	[image: image4.jpg]



（写真）「建国記念の日」に反対して開かれた２・11集会＝11日、東京都中央区


　憲法会議代表幹事の川村俊夫氏が講演。第２次大戦後、世界各国の憲法は戦争違法化をめざす条項を取り入れてきたと解説。中でも戦力不保持をうたう日本国憲法は、米法学者もその先駆性を示していると述べました。
　３団体の代表がリレートーク。軍学共同反対連絡会の多羅尾光徳氏は「教え子に軍事研究をさせない」と訴えました。東京都教職員組合の糀谷（こうじや）陽子氏は、新学習指導要領などで教育介入を強める安倍政権に抗すると決意表明。「慰安婦」問題で吉見裁判をたたかう永山聡子氏が、取り組みを報告しました。「憲法の理念が生きる社会をつくろう」と訴えるアピールを採択しました。
分野横断で新経済対話＝トランプ氏、年内訪日受諾－尖閣防衛、共同声明に・日米会談


日米首脳会談を前に握手する安倍晋三首相（左）とトランプ米大統領＝１０日、ワシントン（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】安倍晋三首相は１０日午後（日本時間１１日未明）、トランプ米大統領とホワイトハウスで初の首脳会談を行い、日米同盟と経済関係を一層強化していくことで一致、共同声明を発表した。貿易の枠組みや投資・雇用拡大策を協議するため、麻生太郎副総理兼財務相とペンス副大統領らによる分野横断的な経済対話の創設で合意。大統領は「公正な貿易」を求めた。中国が領有権を主張する沖縄県・尖閣諸島について、米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用対象と確認、声明に明記した。首相は大統領に年内の公式訪日を招請し、大統領も受け入れた。
　会談は昼食会を含め約１時間４０分に及んだ。日本側の説明によると、新たな経済対話のテーマは、（1）財政、金融などマクロ経済政策の連携（2）インフラ、エネルギー、サイバー、宇宙での協力（3）２国間の貿易枠組みの協議－と決まった。トランプ政権が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を決めたことから、今後、日米間で自由貿易協定（ＦＴＡ）の交渉に入るかどうかが焦点となる。


会談後、共同記者会見を行う安倍晋三首相（左）とトランプ米大統領＝１０日、ワシントン
　首相は共同記者会見で「経済関係を一層深化させる方策について、分野横断的な対話を行う」と表明。「日本は高い技術力で大統領の成長戦略に貢献し、米国に新しい雇用を生み出すことができる」として、ニューヨーク－ワシントン間の高速鉄道整備への投資などに前向きな姿勢を示した。
　大統領は「われわれは自由、公正で双方に利益となる貿易関係を目指す」と強調。自動車に関する直接的な要求は避けつつも、不均衡是正を促した。首相は日本の自動車メーカーが米国工場での生産を通じて雇用に貢献していることを説明し、理解を求めた。　
　日本側は雇用創出など具体的数値を盛った対米貢献策を調整していたが、会談では提示しなかった。「朝貢外交」批判を避けるためとみられる。
　為替政策は財務当局間で引き続き協議することとし、突っ込んだ議論はなかった。ただ、大統領は会見で質問に対し、中国などを念頭に「通貨切り下げに長い間不満を言ってきた。多くの人々が考えるよりも早く、公平な土俵をつくることができる」と述べた。


会談を終え、ホワイトハウス内を歩く安倍晋三首相（左）とトランプ米大統領＝１０日午後、ワシントン
　大統領は「日本の施政下にある全領域の安全保障に関与する」と明言。米軍駐留の受け入れに「感謝する」と述べた。会談で、大統領から駐留経費の負担割合に関する要請はなかった。
　東・南シナ海情勢に関し、両首脳は力による現状変更に反対する立場を確認。声明に「拠点の軍事化を含め緊張を高め得る行動を避け、国際法に従って行動することを求める」と明記し、中国をけん制した。大統領は中国との対話を進める意向も示し、「中国とはとてもうまくやっていける。これは日米中、地域の全ての国に良い結果をもたらす」と指摘した。
◇日米首脳会談のポイント
　一、日米同盟と経済関係の強化を確認し、共同声明を発表
　一、麻生太郎副総理兼財務相とペンス副大統領らによる分野横断的な経済対話の枠組みを創設。トランプ大統領は「自由、公正で双方に利益となる貿易関係を目指す」と表明
　一、安倍晋三首相が年内訪日を招請し、大統領も受諾
　一、沖縄県・尖閣諸島に米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条が適用されると確認し、声明に明記
　一、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設を推進
　一、大統領は在日米軍の受け入れに謝意を表明。駐留経費負担に関する要請はなし
　一、東・南シナ海での力による現状変更に反対
　一、為替政策は財務当局間で協議
◇日米首脳会談の同席者
　▼日本側
　麻生太郎副総理兼財務相
　岸田文雄外相
　萩生田光一官房副長官
　谷内正太郎国家安全保障局長
　佐々江賢一郎駐米大使
　▼米側
　ペンス副大統領
　プリーバス大統領首席補佐官
　バノン首席戦略官・上級顧問
　クシュナー上級顧問
　フリン国家安全保障担当大統領補佐官
（時事通信2017/02/11-13:55）
トランプ大統領 共同記者会見で何を語った
ＮＨＫ2月11日 9時09分
日米首脳会談のあと行われた、両首脳の共同記者会見での、トランプ大統領の発言の要旨です。
日本の施政下の全領域の安全に関与
われわれは、日本およびその施政下にあるすべての地域の安全に関与し、この重要な同盟関係をさらに強化していきます。日米同盟は太平洋地域における平和と安定の礎になるものです。両国がこの同盟にさらに重点的に投資し、両国の防衛能力を強化していくことが重要です。両国のリーダーシップの下、防衛能力はさらに強化され、最終的には不可侵のものとなるはずです。
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航行の自由 北朝鮮の核・ミサイル対応で協力
われわれは多くの問題に直面しており、両国間の協力は不可欠です。わが国は、能動的かつ積極的に関与するパートナーとしての立場を堅持していきます。われわれは両国共通の利益を推進するために協力します。中でも、この地域に関しては、航行の自由および北朝鮮のミサイルおよび核の脅威からの防衛が含まれます。どちらも非常に優先順位の高い課題だと私は考えています。
自由 公正 相互利益の通商関係を
経済に関しては、自由で公正で、なおかつ互恵的な、つまり両国にとって利益のある通商関係を求めていきます。安倍総理大臣との間で活発な意見交換が行われたことを非常に喜ばしく思います。日本は豊かな歴史と文化を持つ誇り高い国で、アメリカ国民は日本の国とその伝統に深い敬意を抱いています。
米軍駐留受け入れに感謝
米軍を受け入れていることに対し、安倍総理大臣と日本の人々に感謝します。双方の協力によって、両国は太平洋地域、さらにはその域外においても、さらなる調和と安定、そして繁栄をもたらし、数え切れない人の暮らしを向上させる能力があるはずです。
来週新たな安全策
わが国の安全を保つためであれば、必要なことはなんでもするつもりです。
われわれの下した判断は大きな成果を上げるものだと考えており、本来ならこれほどの時間を要するものではありません。なぜなら、安全が最優先されるべきだからです。私が今ここにいるのは、国の安全を確保するためです。
有権者も、私が最高の安全を提供すると感じたのです。そのため、われわれは早急に、わが国のさらなる安全の確保に関わる手を打つつもりです。来週のうちに動きがあるはずです。それに加えて、今後も法廷での手続きを進め、最終的には、この件に関してわれわれが勝利すると確信しています。
多くの企業 雇用がアメリカに戻る
私は選挙に勝ち、大統領になることが決まって以来、自動車メーカーなどの多くの企業にアメリカに戻るよう訴えてきました。そして実際、企業が戻ってきています。今後まもなく、大きな発表があります。その内容については、記者の皆さんの中にもご存じの人がいるでしょう。これまで多くの工場を失ってきましたが、こうした工場が戻ってくることになりました。ミシガン州、オハイオ州、ペンシルベニア州、ノースカロライナ州をはじめ、多くの雇用が失われた地域へと雇用が続々と戻ってくるはずです。フォードやＧＭなど多くの企業が発表しています。インテルもきのう（９日）、大きな発表を行いました。
安倍首相と相性がよい
安倍総理大臣とニューヨークのトランプ・タワーで会ったときに、すばらしい友情を育むことができました。そのときに非常に長い間、話をしました。
きょう（１０日）、安倍総理大臣を出迎えたときに、首相を抱擁しました。
私たちの思いにふさわしい出迎え方だと感じたからです。二人の間には非常に良好な絆があります。非常に相性がよいのです。われわれは、日本との間に非常に良好な関係、長期にわたり相互にメリットをもたらす関係を築いていくでしょう。
中国の習近平国家主席と対話
私はきのう（９日）、中国の（習近平）国家主席と非常によい対話をしました。非常に心温まる会話でした。中国とはよい関係を築く過程にあると考えています。そして、これは日本にも有益なものだと思います。多くのテーマについて議論し、長い話になりました。われわれはまた、さまざまな中国当局の代表者とも話し合いをしています。すべての人にとってうまくいくだろうと確信しています。中国、日本、アメリカ、さらにはこの地域の人すべてにとってです。
公正な競争を
通貨安に関して言えば、私はかなり以前から不満を述べてきました。そして、多くの人の予想よりはるかに早い時期に、われわれ全員が公正な条件で競争できるようになると確信しています。公正な条件というのはこれしかないからです。公正に競争するにはこれしかありません。
税制について近く発表へ
アメリカ合衆国は貿易に関しては、これまで以上に大きな存在になるはずです。これには、わが国の税制が大きく関わっています。この点についても、まもなく発表があるでしょう。これまで以上に優遇策に基づいた税制になります。
医療保険改革オバマケア批判
今よりはるかに安い価格で、すばらしい医療制度も提供します。国民と国にとって、すばらしいものになるはずです。わが国は多くの額を払っていますし、オバマケアは大失敗です。われわれはすばらしい医療制度を、より安い価格で提供するつもりです。国民は大喜びするでしょう。
しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
日米首脳会談　対米追従　いっそう深化

軍事経済　同盟強化を確認　辺野古推進、「経済」枠組み創設へ

　【ワシントン＝洞口昇幸】安倍晋三首相とトランプ米大統領は１０日（日本時間１１日）、ホワイトハウスで初めて会談し、軍事、経済両面で日米軍事同盟のさらなる強化を確認しました。両首脳はホワイトハウスの車寄せで抱き合うほどの親しさを演出。「米国第一」を掲げるトランプ大統領を、安倍首相が「偉大な米国、強い米国」と持ち上げるなど、「日米同盟第一」の立場からいっそう対米追従を深める会談となりました。
　会談後に発表された共同声明では、沖縄県名護市辺野古への米軍新基地建設が、「普天間基地（同県宜野湾市）の継続的な使用を回避するための唯一の解決策」と明記。新基地建設反対の「オール沖縄」の民意を踏みにじって、基地建設を強行する姿勢を改めて示しました。
　会談で両首脳は、日米安全保障条約第５条が尖閣諸島に適用されることを確認。安倍首相は共同記者会見で、日米同盟の「絆は揺るぎないもの」であり、「日本も『積極的平和主義』の旗の下で大きな役割を果たす」と言明しました。トランプ氏は「日本の安全保障に関与する。日米同盟はアジア太平洋地域の平和と安定の礎石だ」と強調しました。
　国連では３月にも核兵器禁止条約の締結交渉が始まろうとしています。共同声明はこれに逆行するように、「核および通常戦力の双方によるあらゆる種類の米国の軍事力を使った日本の防衛に対する米国のコミットメント（関与）は揺るぎない」と明記しました。
　こうした日米の軍事一体化をさらに進めるために、日米の安全保障協議委員会（２プラス２、外務・防衛担当閣僚会合）の開催を確認しました。
　経済分野で共同声明は、米国の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱に「留意」し、「日米間で２国間の枠組みに関して議論を行う｣としました｡｢経済政策｣「インフラ投資・エネルギー分野｣｢貿易･投資ルール｣の三つの柱を扱うとして､麻生太郎副総理とペンス副大統領による経済対話の枠組みを創設することで合意しました。
　安倍氏は共同記者会見で、「日本は高い技術力で大統領の成長戦略に貢献できる。米国に新しい雇用を生み出すことができる」と強調しました。
伝統的外交に回帰の見方も＝くすぶる「豹変」への危惧－トランプ米大統領
　【ワシントン時事】トランプ米大統領は１０日の日米首脳会談で、在日米軍撤退すらちらつかせながら日本に駐留経費の負担増を迫る持論を封印し、日米同盟を重視する姿勢を鮮明にした。ワシントンでは共和党の伝統的な外交政策に回帰し始めたと安堵（あんど）が漏れているが、再び豹変（ひょうへん）する可能性を危惧する声も消えていない。
　「日本の人々が米軍を受け入れてくれていることに感謝したい」。大統領が会談後の共同記者会見の冒頭で語ったこの一言は、日米双方の関係者を驚かせた。在日米軍を撤退させ、日本の核武装を容認することも選択肢だと公言していたかつての発言と、あまりに懸け離れていたからだ。
　大統領は会見で「日本の施政下にある全領域の安全保障に関与する」と述べ、沖縄県・尖閣諸島への防衛義務を果たす考えも明言。共同声明を発表したいという希望にも応じ、「尖閣諸島に対する日本の施政を損なおうとするいかなる一方的行動にも反対する」など、日本政府がオバマ前政権からようやく引き出した表現も盛り込んだ。
　日米関係筋の一人は「オバマ前政権よりはるかに日本寄りだ」と興奮気味に語った。
　大統領が持論を封じたのは、内政面でのつまずきと無関係ではなさそうだ。会見で大統領が米メディアから浴びせられたのは、イスラム圏からの入国禁止令に関する質問。大統領は政権の体制づくりの遅れでも批判を受けており、外交面で堅実さを示そうとしているとみる向きも多い。
　実際、大統領は日米首脳会談前夜の９日夜、中国の習近平国家主席と初めて電話会談し、従来の姿勢を転換して「一つの中国」原則を堅持する考えを伝達。イスラエルやイランをめぐる政策でも軌道修正を図っていると伝えられている。
　グリーン元国家安全保障会議（ＮＳＣ）アジア上級部長は「共和党主流派の大統領のようだった。大統領が変わったのは、マティス国防長官らが（国際情勢を）説明してくれたおかげだ」と述べた。
　一方、日本への「満額回答」（日米関係筋）は単なる先行投資で、経済面で見返りが得られなければ、大統領は再び強硬論に傾くと危ぶむ声もある。
　大統領は会見で「私たちはとても相性がいい」と首相を持ち上げつつ、「その点が変化すれば（記者団に）お知らせする。そうなるとは思わないが」と意味深長な冗談を飛ばしてみせた。　（2017/02/11-12:53）
安倍首相 トランプ大統領とゴルフ通じて関係構築へ
ＮＨＫ2月12日 6時12分
アメリカの南部フロリダ州を訪れている安倍総理大臣は日本時間の１２日未明から、トランプ大統領と一緒にゴルフをプレーしました。ゴルフは両首脳の共通の趣味で、安倍総理大臣としてはプライベートな時間をともに過ごすことで親密な関係を築きたい考えです。
アメリカの首都ワシントンでの日米首脳会談を終えた安倍総理大臣は、日本時間の１１日、昭恵夫人を伴い、トランプ大統領夫妻とともにアメリカの大統領専用機・エアフォース・ワンで南部フロリダ州パームビーチに到着し、大統領の別荘に入りました。
滞在２日目となる１２日、安倍総理大臣は、ゴルフウエアに着替えてトランプ大統領と一緒に大統領専用車で別荘を出発し、およそ３０キロ離れたゴルフ場に到着しました。
そして、日本時間の１２日午前０時すぎから昼食を挟んでゴルフをし、合わせて２７ホールをまわりました。
外務省によりますと、日本の総理大臣がアメリカの大統領とゴルフをするのは、安倍総理大臣の祖父で当時の岸信介総理大臣とアイゼンハワー大統領の例があるということです。
一方、ゴルフ場周辺には、トランプ大統領がメキシコとの国境沿いに壁を建設するとしていることに、プラカード掲げて抗議する人の姿も見られました。
また昭恵夫人は、メラニア夫人とともに、日系移民が寄贈した土地に整備された、日本の文化を紹介する博物館や日本庭園を訪れ、池のこいに餌をあげたり、枯れ山水の庭園を散策したりしました。
ゴルフは両首脳の共通の趣味で、安倍総理大臣としてはプライベートな時間をともに過ごすことで、親密な関係を築きたい考えで、このあと大統領の別荘に戻り、１１日夜に続いて夕食をとりながら意見を交わすことにしています。
トランプ大統領は、みずからのツイッターに「安倍総理大臣をアメリカに招いてすばらしいひとときを過ごしている！」と投稿しました。
ツイッターにはゴルフをプレー中の写真も投稿され、ゴルフウェア姿のトランプ大統領と安倍総理大臣がハイタッチをする様子が写っていて、両首脳の親密さをアピールしようという意図もうかがえます。
トランプ大統領 首脳外交の日もツイート
アメリカのトランプ大統領は、南部フロリダ州で安倍総理大臣とゴルフをプレーするなど首脳外交に臨んでいますが、この日も、ツイッターでの発信を積極的に行っています。
その１つが、中東など７か国の人の入国を一時的に禁止することなどを命じた大統領令をめぐってのもので、１１日の朝に発信されています。
そのなかでトランプ大統領はアメリカの保守系の新聞ワシントン・タイムズが今月９日に「大統領令の即時停止を命じた仮処分の決定が出されて以降、合わせて１１００人の難民がアメリカに入国し、このうち７７％は大統領令の対象となっている７か国から来た」と報道したことをとりあげ、「われわれの司法制度は壊れている。非常に危険だ」と投稿し、仮処分の決定に対するトランプ政権の不服申し立てを連邦控訴裁判所が今月９日に退けたことも念頭に司法に対する不満をあらわにしました。
また同じころ、トランプ大統領はツイッターで、メキシコとの国境に不法移民対策として建設する計画の壁について、「費用が政府の当初の想定より高くなるとされているが、まだ設計にも交渉にも関わっていない」としたうえで、自分が関われば、最新鋭戦闘機Ｆ３５などのように値下げされるだろうと主張しました。
トランプ大統領 同盟重視を強調 日本の懸念払拭に努める
ＮＨＫ2月11日 11時54分
アメリカのトランプ大統領は、日米首脳会談のあとの記者会見で、沖縄県の尖閣諸島についても日米安全保障条約に基づいてアメリカの防衛義務を果たしていく姿勢を示すなど日米同盟を重視していることを強調し、日本側の懸念払拭（ふっしょく）に努めたと受け止められています。
トランプ大統領は１０日、ホワイトハウスで、安倍総理大臣と就任後初めての日米首脳会談を行ったあと共同の記者会見を開きました。
この中でトランプ大統領は「日本の施政下にあるすべての領域の安全に関与していく」と述べ、直接的な表現は避けながらも沖縄県の尖閣諸島についても日米安全保障条約に基づいてアメリカの防衛義務を果たしていく姿勢を示すなど日米同盟を重視していることを強調しました。
また、在日アメリカ軍の駐留について日本の貢献を高く評価し、大統領選挙中に繰り返していた日本側に駐留経費の負担増額を求める考えは示しませんでした。
アメリカの有力紙ニューヨーク・タイムズは「トランプ大統領は『日本の施政下』という言葉を使って条約が尖閣諸島にも及ぶことを明確にした」と指摘したうえで、「中国の疑念を高めたかもしれない」などと伝えました。
また、ワシントン・ポストは「選挙中のトランプ大統領の発言に神経質になっていた日本側の不安を和らげようとした」と伝えるなどトランプ大統領が日本側の懸念払拭に努めたと受け止められています。
トランプ氏 安倍首相との写真をツイッターに
アメリカのトランプ大統領は、安倍総理大臣と２人で写っている写真をツイッターに投稿しました。
写真には、「晋三総理大臣とアンドリュース空軍基地に向かっているところ」とメッセージが添えられていて、首脳会談後、トランプ大統領の別荘がある南部フロリダ州に向かうにあたり、大統領専用機が駐機するワシントン郊外の基地までヘリコプターで移動した際に撮影したとしています。
写真には、２人が肩を並べ満面の笑みで写っていて、和やかな雰囲気だったことがうかがえます。
米側「日本の守護神」演出　首脳記者発表、わずか2分

共同通信2017/2/12 17:22
　【パームビーチ共同】米国が日本の“守護神”だと誇示するような2分間だった。北朝鮮のミサイル発射を受けたトランプ米大統領と安倍晋三首相による11日の共同記者発表。トランプ氏は「日本を100パーセント支持する」と強調し、日米連携を演出した。
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北朝鮮のミサイル発射を受け、安倍首相と共同記者発表するトランプ米大統領＝11日、フロリダ州パームビーチ（代表撮影・共同）

　記者発表は、日米首脳が滞在する米南部フロリダ州パームビーチの高級リゾートクラブ「マールアラーゴ」で午後10時38分（日本時間12日午後0時38分）に始まった。天井に豪華なシャンデリアが飾られた一室には、急きょ呼ばれた日米の記者約20人が詰め掛けた。

両首脳は相性抜群？＝日米


トランプ米大統領のツイッターに投稿された安倍晋三首相（右）との写真（トランプ氏のツイッターより）
　「素晴らしい友情を育んだ。われわれは相性がいいんだ」。米国のトランプ大統領は１０日の日米首脳会談後の共同記者会見で、早くも安倍晋三首相との「親密」な関係をアピールした。
　トランプ氏は会談で、首相を車寄せで出迎えて握手するつもりでいたところ「思わずハグ（抱擁）してしまうほど親しみを感じた」と打ち明けた。ツイッターには、大統領専用ヘリ「マリーンワン」機内で、「シンゾー」首相と並んで笑顔を見せる写真を掲載した。
　一方、首相は会見で自らの姓の英字表記が、１６代大統領リンカーンの愛称「エイブ」になると紹介。農家に生まれ今も米国民の尊敬を集める英雄と、公職経験なしに大統領に上り詰めたトランプ氏を重ね、「米国は民主主義のチャンピオンだ」と持ち上げた。トランプ氏が先月の就任式の宣誓で、リンカーンの聖書を使用したことが念頭にあったとみられる。　（時事通信2017/02/11-11:08）
トランプ大統領「充実した週末に」 フロリダでの議論に注目
ＮＨＫ2月11日 19時40分
アメリカのトランプ大統領は日米首脳会談を終えたあと、安倍総理大臣とともに南部フロリダ州にある自身の別荘に滞在しています。トランプ大統領は「中身の濃い話や交渉をして充実した週末になるだろう」と述べていて、安倍総理大臣との間でどのような議論が行われるか注目されます。
首都ワシントンで１０日、初めての日米首脳会談が行われ、両首脳はアジア太平洋地域の安全保障環境に関する懸念を共有し、日米双方の役割などの見直しを含む同盟強化の方策を協議していくことで一致しました。
また麻生副総理とペンス副大統領のもとに経済対話を発足させ、２国間の貿易に関する枠組みを包括的に議論していくことなどを確認しました。
このあと両首脳は南部フロリダ州にあるトランプ大統領の別荘を訪れ、夕食をともにしながら意見を交わしたものと見られます。
両首脳は１１日にはゴルフをする予定で、１２日まで滞在し、友好を深めることにしています。
トランプ大統領は、日米首脳会談後の記者会見でフロリダ州での日程を見据え、「中身の濃い話や交渉をして非常に充実した週末になるだろう」と述べました。
トランプ大統領はアメリカ第一主義を掲げ、外交・安全保障面で同盟国にさらなる負担を求めることや貿易不均衡の是正に意欲を示しているだけに、フロリダ州に滞在中、安倍総理大臣との間でどのような議論が行われるか注目されます。
日米首脳 北朝鮮を非難 トランプ大統領“１００％日本とともに”
ＮＨＫ2月12日 13時15分
安倍総理大臣は、北朝鮮の弾道ミサイル発射を受けてアメリカのトランプ大統領と共同で声明を発表し、断じて容認できないと非難するとともに、日米両国が緊密に連携し、対応を強化していくことで一致したことを明らかにしました。また、トランプ大統領は「すべての人は、アメリカが、日本と１００％ともにあることを知るべきだ」と述べました。
北朝鮮が弾道ミサイルを発射したことを受けて、安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領は、夕食会のあと、日本時間の午後０時半すぎ、滞在先のフロリダ州の大統領の別荘で共同で声明を発表しました。
この中で、安倍総理大臣は「北朝鮮のミサイル発射は断じて容認できない。北朝鮮は、国連決議を完全に順守すべきだ。先ほど、トランプ大統領との首脳会談で米国は常に１００％、日本とともにあると明言した。トランプ大統領はその意思を示すために私の隣に立っている」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「私とトランプ大統領は日米同盟をさらに緊密化し、強化していくことで完全に一致した」と述べました。
また、トランプ大統領は「すべての人は、アメリカが偉大な同盟国、日本と１００％ともにあることを知るべきだ」と述べ、日本と緊密に連携して北朝鮮に対処していく考えを強調しました。
トランプ大統領は前日の記者会見で、「北朝鮮の核やミサイルの脅威からの防衛は極めて高い優先事項だ」と述べ、北朝鮮の核やミサイルの開発への対応に優先的に取り組んでいく考えを明らかにしていました。
辺野古移設推進を確認＝北朝鮮に核放棄求める－日米首脳
　【ワシントン時事】安倍晋三首相とトランプ米大統領は１０日（日本時間１１日）の首脳会談で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設について、「普天間返還への唯一の解決策だ」との認識で一致し、日米両政府が協力して着実に推進していくことを確認した。
　日本政府は６日に辺野古埋め立てに向けた海上工事に着手したばかり。県側は強く反発しているが、政府は米側と首脳レベルで移設推進を確認したことを踏まえ、作業を加速させる考えだ。
　両首脳は、北朝鮮に核・弾道ミサイル開発の放棄を求めることや、日本人拉致問題の解決を目指すことでも一致。大統領は「ミサイルと核の脅威からの防衛が日米共通の国益だ」と指摘し、首相は「北朝鮮がさらなる挑発を行わないよう強く求める」と述べた。　
　また、日本防衛で核戦力を含む米国の抑止力提供を再確認。首相は「日本も積極的平和主義の旗の下、より大きな役割を果たしていく」と述べた。自衛隊の役割拡大など具体策は、外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）で検討することとした。（時事通信2017/02/11-14:37）
辺野古推進確認で沖縄反発　「何も変わらないのか」

共同通信2017/2/11 19:41

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設問題を巡り、日米両首脳が共同声明で名護市辺野古への移設推進を申し合わせたことを受け、沖縄県内では11日、「新政権になっても何も変わらないのか」と反発する声が上がった。

　辺野古移設への抗議活動を続ける名護市の田仲宏之さん（44）は「米国はいきなり変わらないのだとよく分かった。私たちも粘り強く工事を止めていく」と強調した。

　市民団体「ヘリ基地反対協議会」共同代表の安次富浩さん（70）も「そもそもトランプ政権には期待していない。不条理な沖縄の現状を、国内外でもっと訴えていくしかない」と語気を強めた。

二人だけで話は危険　通訳なしなら記録残らず

東京新聞2017年2月11日 朝刊

	孫崎享さん
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◆元外交官・孫崎享さんに聞く

　安倍晋三首相はトランプ米大統領の別荘に二泊し、夫人を交えてゴルフや夕食を共にする予定。公式な首脳会談より、非公式な会談や接触の方が長い。ゴルフ場で重大な約束をし、内容が公開されない恐れはないのか。元外務省国際情報局長で外交評論家の孫崎享（うける）さんに聞いた。　（清水俊介）

　－ゴルフ中にどんな話をするのか注目される。

　「首脳同士でゴルフをするケースは珍しい。安全保障や経済で米国が日本にさまざまなことを求めている中で、二人だけで話をするのは非常に危険。周りの目がない状況は良くない」

　－首脳同士が非公式に会うことはよくある。

　「そういう場合、外務省は必死になって会談に人を入れようとする。省の通訳を入れようとする。ただ、ゴルフはプレーヤーだけになる場面がある」

　－通訳がいれば、会話は記録に残るのか。

　「外務省の通訳が付いていれば、必ず記録には残る。（ただ）日本の場合、機微に触れるものは基本的に残さない体質があるので、公開されない可能性もある。そうなれば後世、検証されることはない」
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　－まして通訳さえ入らなければ記録は残らない。

　「首脳外交ではないが、一九五〇年代の日ソ国交回復交渉で、河野一郎農相とソ連要人との単独会談には日本側の通訳が付かなかった。二人がどんな約束をしたのか分からない部分があり、その後の日ロ外交に影響していると言われている」

　－首相は、首脳間で個人的な信頼関係を築く効果を強調している。

　「イスラム圏七カ国からの入国禁止の大統領令で、世界のムードは一変した。トランプ氏の基本的な姿勢が同意できるものか、きちんと確認してから関係を築いたほうがいい」
与党、同盟確認は評価　野党は首相対応に不満

共同通信2017/2/11 18:15

　安倍晋三首相とトランプ米大統領による初の首脳会談について、与党からは11日、同盟強化が確認できたと評価する声が相次いだ。野党は、イスラム圏7カ国からの入国を禁止する大統領令に対する論評を避ける首相の対応に不満を示した。

　自民党の高村正彦副総裁は、トランプ氏が共同記者会見で在日米軍の受け入れに謝意を示したことについて「選挙中の言葉からは考えられない。首相と良い関係ができたのだと思う」と記者団に強調。

　民進党の蓮舫代表は「相手の耳に厳しいことも主張するのが対等な日米首脳のあるべき姿で、非常に残念だ」と述べ、入国禁止の大統領令に懸念を伝えない首相を批判した。

日米は「対等な交渉できない」　経済対話で小沢氏が懸念

共同通信2017/2/12 15:19

　自由党の小沢一郎共同代表は12日、東京都内で開いた自身の政治塾で講演し、日米首脳が経済対話の枠組み新設で合意したことについて懸念を示した。「安倍政権は米国と対等な交渉をできない。お金で何とか機嫌を取ろうとしているが、貿易交渉になったら、米国は強い要求を出してくるのではないか」と述べた。

　日米間の安全保障上の協力に関しては「在日米軍駐留経費の負担だけではなく、日本は軍備の増強を求められるだろう」と指摘した。

しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
異常な“トランプ追随”を際立たせた日米首脳会談　志位委員長が談話
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（写真）志位委員長


　一、安倍首相とトランプ米大統領との初めての日米首脳会談は、「米国第一」を掲げるトランプ政権に対して、安倍首相が「日米同盟第一」の立場で追従し、安保政策でも、経済政策でも、異常な“トランプ追随”が際立つものとなった。
　この首脳会談は、トランプ大統領の７カ国市民などに対する入国禁止令に、米国内外から厳しい批判が集中しているさなかに行われた。安倍首相は、この重大な国際的人権・人道問題に対して｢コメントを控える｣とのべ、黙認の態度をとり続け､ここでも際立った“トランプ追随”の姿勢を世界に示した。
　一、首脳会談では、「日米同盟の強化」が強調され、「日本は同盟におけるより大きな役割及び責任を果たす」、「日米両国は２０１５年の『日米防衛協力のための指針』で示されたように､引き続き防衛協力を実施し、拡大する」ことが合意された。さらに、「日米同盟を更に強化するための方策を特定するため｣､日米の外務・防衛担当閣僚による「２＋２」を開催することが確認された。
　これらは「新ガイドライン」、安保法制＝戦争法にもとづいて、米軍と自衛隊の地球的規模での軍事協力――「海外で戦争する国」づくりをさらに推進するという誓約にほかならない。わが党は、こうした危険な日米軍事同盟の侵略的強化にきびしく反対する。憲法違反の安保法制＝戦争法を廃止するために全力をあげる。
　一、首脳会談では、名護市辺野古への米軍新基地建設について、「唯一の解決策」として推進することが確認された。「日米同盟」のためとして、沖縄県民が繰り返しの選挙で示した民意を踏みにじり、新基地を押し付けることは、絶対に容認できない。
　一、経済問題でも、安倍首相の“トランプ追随”の姿勢が際立った。首相は、共同記者会見で、「日本は、大統領の成長戦略に貢献し、アメリカに新しい雇用を生み出すことができる」とのべた。トランプ大統領の米国内の経済政策に、日本が全面的に協力し、貢献することを、一方的に表明するというのは、異常な「貢ぎ物外交」というほかない。
　首脳会談では、トランプ政権がＴＰＰからの離脱を決定するもとで、「日米間で２国間の枠組みに関して議論を行う」ことも含めて、日米の貿易と投資の「深化」をはかるための「最善の方法を探求することを誓約」した。ＴＰＰ交渉で日本が譲歩した内容を前提にして、日米の２国間交渉によって、あらゆる分野でさらなる譲歩にすすむ危険がある。わが党は、こうした方向に断固反対する。
　さらに、首脳会談では、今後の日米経済関係についての新たな協力の枠組みとして、麻生副総理とペンス副大統領のもとで「経済対話」を立ち上げることが決定され、「経済政策」「インフラ投資やエネルギー分野での協力」「貿易・投資のルール」の三つの柱で協議を行っていくことが合意された。この新たな枠組みが、日本に対する新たな経済的内政干渉の枠組みとなることが強く危惧される。
　一、「米国第一」を掲げるトランプ政権に対して、安倍政権が「日米同盟第一」の立場でのぞむなら、あらゆる分野で矛盾が深刻となり、立ち行かなくなることは、明らかである。「日米同盟」を最優先する硬直した思考の抜本的見直しが必要である。
　従属の根源にある日米安保条約を廃棄し、それに代えて日米友好条約を締結することにこそ、対等・平等・友好にたった２１世紀の日米関係の未来があることを強調したい。
日米首脳会談 与野党の反応
ＮＨＫ2月11日 18時12分
安倍総理大臣とトランプ大統領の初めての日米首脳会談について与野党の反応です。
自民 高村副総裁「極めてうまくいった」
自民党の高村副総裁は、東京都内で記者団に対し「日米同盟がアジア太平洋地域の平和と安定、繁栄の礎であることを確認し、さらに強化・深化させると誓い合って、世界に発信したことは非常によかった。また、麻生副総理とペンス副大統領のもとで経済対話を行うことで合意したが、ペンス氏の地元は日本企業がたくさん進出して雇用を作っている、ウィンウィンの象徴の地域だ。経済分野での将来の枠組みに期待する。これからも課題は残るが、極めてうまくいった会談だった」と述べました。
民進 蓮舫代表「一転して２国間に 説明必要」
民進党の蓮舫代表は、党本部で記者団に対し「日米関係の重要性を共有し、共同声明に尖閣諸島が日米安保条約の適用対象であると明記されたので、一定の評価はする。ただ、ＴＰＰを強行採決で通して、トランプ大統領を説得するとしていたのに、一転して２国間で進めていくと姿勢が変わったので、当然、説明する必要性がある。また、世界の首脳が懸念を覚えている入国制限についてコメントをしないで、日米関係を進めていこうというのは、違和感があり、非常に残念だ」と述べました。
公明 山口代表「新たな出発点」
公明党の山口代表は「両首脳間で、安全保障や経済分野などで基本的な認識を共有するとともに、共同声明が発出されたことは、さらなる日米関係の深化・発展に向けた新たな出発点となった。アジア太平洋地域の安全保障環境が一層厳しさを増す中で、日米の絆をさらに強固なものとしていくことで一致したのは極めて重要だ。また、経済関係については、今後、麻生副総理とペンス副大統領をトップとする対話を通じて、分野横断的な協力を深めていくことを期待する」とするコメントを発表しました。
共産 志位委員長「異常なトランプ追随が際立つ」
共産党の志位委員長は「『米国第一』を掲げるトランプ政権に対して、安倍総理大臣が『日米同盟第一』の立場で追従し、安全保障政策でも、経済政策でも異常な『トランプ追随』が際立つものになった。会談では、『日米同盟の強化』が強調されたが、『海外で戦争する国』づくりを、さらに推進するという誓約にほかならない。また、アメリカ国内の経済政策に、日本が全面的に協力・貢献することを一方的に表明するのは、異常な『貢ぎ物外交』というほかない。『日米同盟』を最優先する硬直した思考の抜本的見直しが必要だ」などとする談話を発表しました。
維新 松井代表「２国間の枠組みの議論を評価」
日本維新の会の松井代表は「日米両国首脳が、同盟と経済関係を強化する共同声明を発表したことを歓迎する。強固な日米同盟のうえに、わが国としても、厳しさを増す安全保障環境に対して、主体的に備えることが必要である。また、アメリカのＴＰＰ離脱表明を踏まえ、２国間の枠組みの議論を始めることを評価する。他のＴＰＰ加盟国との協調を維持しつつ、日米のリーダーシップの下、アジア太平洋地域での自由で公正なルール作りに早急に取り組むべきである」とするコメントを発表しました。
日米、貿易・投資で協議の枠組み　同盟強化へ声明、尖閣は安保適用

共同通信2017/2/11 12:39
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トランプ米大統領（右）と握手する安倍首相＝10日、ワシントンのホワイトハウス（共同）

　【ワシントン共同】安倍晋三首相は10日午後（日本時間11日未明）、トランプ米大統領とホワイトハウスで初めて会談し、経済関係強化のため、貿易・投資分野などを幅広く協議する麻生太郎副総理とペンス副大統領らによる枠組みの新設で合意した。首相は年内の日本公式訪問を招請し、トランプ氏は応じた。沖縄県・尖閣諸島について、米国の防衛義務を定めた日米安全保障条約第5条の適用対象であると確認。両首脳は同盟強化の決意を盛り込んだ共同声明を発表した。

　焦点の新たな通商枠組みや、自動車貿易の不均衡是正については新設する協議に委ねた形で、相互利益の関係を構築できるか見通せない。

日米共同声明 安保 経済での緊密連携を強調
ＮＨＫ2月11日 5時38分
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安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領は、首脳会談のあと共同声明を発表し、日米同盟は、アジア太平洋地域における平和、繁栄、自由の礎であるとその重要性を確認し、沖縄県の尖閣諸島がアメリカの防衛義務を定めた日米安全保障条約の適用範囲であることを明記しています。また、経済分野では、両国間で２国間の枠組みに関する議論を含め、両国および地域の経済成長などを達成するための最善の方法を探求することを誓約したとしています。
それによりますと、共同声明では、日米同盟について「アジア太平洋地域における平和、繁栄および自由の礎である」としています。
そのうえで、「核および通常戦力の双方によるあらゆる種類の米軍の軍事力を使った日本の防衛に対する米国のコミットメント・関与は揺るぎない。アジア太平洋地域において厳しさを増す安全保障環境の中で、米国は地域におけるプレゼンスを強化し、日本は同盟における大きな役割および責任を果たす」として、アメリカが、核戦力を含む軍事力で日本を守る「拡大抑止」を、引き続き提供する方針を示しています。
また、「米国は、あらゆる種類の米国の軍事力による自国の領土、軍および同盟国の防衛に完全にコミットしている」として、アメリカが、引き続き、日本を含む同盟国との強固な関係を維持することを強調しています。
そして、日米両国の安全保障面での連携をさらに強化するため、早期に外務・防衛の閣僚協議、いわゆる２＋２を開催し、日米双方の役割・任務・能力の見直しを含む同盟強化の方策を協議する、としています。
さらに、共同声明で両首脳は、沖縄県の尖閣諸島がアメリカによる防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲であることを確認したとしたうえで、「尖閣諸島に対する日本の施政を損なおうとするいかなる一方的な行動にも反対する」としています。
また、両首脳は、航行の自由を含む国際法に基づく海洋秩序の維持の重要性や、威嚇や強制、力によって海洋の権利を主張する試みに反対することを確認したほか、拠点の軍事化を含め、南シナ海の緊張を高める行動を避け、国際法に従って行動することを求める、などとして、名指しは避けながらも、中国を強くけん制しています。
一方、共同声明では、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐって、名護市辺野古への移設が唯一の解決策だとして、計画を着実に進めていくとしています。
さらに、北朝鮮に対し、核や弾道ミサイルの開発計画を放棄し、さらなる挑発行動を行わないよう求めることや、拉致問題の早期解決の重要性などで一致したとしています。
また、経済分野では「日本とアメリカは、世界のＧＤＰ＝国内総生産の３０％を占め、強い世界経済の維持や、金融の安定性の確保、それに雇用機会を増大させるという利益を共有する」としたうえで、「国内や世界の経済需要を強化するために相互補完的な財政、金融、構造政策という３本の矢のアプローチを用いていくことへの関与を再確認した」としています。
さらに、「両首脳は、自由で公正な貿易のルールに基づいて、日米両国間および地域における経済関係を強化することに引き続き完全に関与していることを強調した。これはアジア太平洋地域における、貿易および投資に関する高い基準の設定、市場障壁の削減、また、経済および雇用の成長の機会の拡大を含む」としています。
そして、「日本およびアメリカは、両国間の貿易・投資関係の深化と、アジア太平洋地域における貿易、経済成長および高い基準の促進に向けた両国の継続的努力の重要性を再確認した」としたうえで、「アメリカがＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から離脱した点に留意し、両国および地域の経済成長などを達成するための最善の方法を探求することを誓約した」として、この中には、両国間で２国間の枠組みに関する議論を行うことや、日本が地域レベルの経済連携を引き続き推進することが含まれるとしています。さらに，「両首脳は相互の経済的利益を促進するさまざまな分野にわたる協力を探求していく」として、経済対話を進めていくことを確認したとしています。
このほか、共同声明では、安倍総理大臣が、トランプ大統領に対して年内に日本を公式訪問するよう招待し、ペンス副大統領の早期の東京訪問を歓迎したとしています。
そして、トランプ大統領はこれらの招待を受け入れたとしています。
日米首脳会談 同盟強化で一致 経済対話を発足
ＮＨＫ2月11日 8時09分
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アメリカを訪れている安倍総理大臣はトランプ大統領と初めての首脳会談に臨み、アジア太平洋地域の安全保障環境に関する懸念を共有し、日米同盟や、ほかの同盟国などとの協力関係を強化していくことが重要だという認識で一致しました。
また両首脳は、麻生副総理とペンス副大統領の下に経済対話を発足させ、財政・金融政策などのマクロ経済政策での連携や２国間の貿易に関する枠組みなどを包括的に議論していくことを確認しました。
アメリカのワシントンを訪れている安倍総理大臣は、日本時間の午前２時すぎからおよそ４０分間、トランプ大統領との初めての日米首脳会談を行ったのに続き、共同記者会見を挟んで、およそ１時間、昼食をとりながら意見を交わしました。
会談などには、日本側から、麻生副総理兼財務大臣や岸田外務大臣らが、アメリカ側からはペンス副大統領らが同席しました。
この中で、両首脳は、核や弾道ミサイルの開発を進める北朝鮮や、東シナ海、南シナ海の情勢について意見を交わし、一層厳しさを増すアジア太平洋地域の安全保障環境に関する懸念を共有したうえで、日米同盟の絆を一層強固にするとともに、アジア太平洋地域と世界の平和と繁栄のために日米両国で主導的な役割を果たすことを確認しました。
また、両首脳は、在日アメリカ軍の重要性を確認し、日米同盟を不断に強化するとともに、日米同盟を基軸に、ほかの同盟国や有志国との間で重層的な協力関係を強め、同盟のネットワークを構築していくことが重要だという認識で一致しました。
そして、早期に両国の外務・防衛の閣僚協議、いわゆる２＋２を開催して、双方の役割・任務・能力の見直しを含む同盟強化の方策を協議することになりました。
さらに、アメリカが核戦力を含む軍事力で日本を守る「拡大抑止」を引き続き提供することや、アメリカの防衛義務を定めた日米安全保障条約を沖縄県の尖閣諸島に適用すること、それに、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設問題は、名護市辺野古への移設が唯一の解決策であることを確認しました。
一方、経済分野で、両首脳は、日米両国が自由で公正な貿易のルールに基づき、両国間および地域における経済関係を強化することに引き続き関与していくことを確認したほか、双方の利益となる個別分野での協力を積極的に推進していくことで一致しました。
そして、「アジア太平洋地域の平和と安定の礎である日米同盟は、防衛・安保のみならず経済によっても支えられており、摩擦という言葉に象徴された日米経済関係は遠い過去である」ことを確認しました。
さらに、安倍総理大臣が「日本企業は現地生産を通じてアメリカに多くの雇用や投資を生み、アメリカのよき企業市民として、アメリカと常に歩み、摩擦を乗り越えてきた」などと説明したのに対し、トランプ大統領は「日本企業のアメリカへの投資を評価し歓迎しており、今後の拡大を期待している。そのための環境整備に力を尽くしたい」と述べ、双方に利益を生む経済関係の構築を目指す考えを示しました。
そのうえで、両首脳は、麻生副総理とペンス副大統領の下に経済対話を発足させ、財政・金融政策などのマクロ経済政策での連携や、インフラ、エネルギー、宇宙、サイバーなどの分野の協力プロジェクト、それに、２国間の貿易に関する枠組みを包括的に議論していくことを確認しました。
このほか、安倍総理大臣は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の経済的、戦略的な意義を説明し、両首脳は、自由貿易の重要性を確認しました。
会談に同席した萩生田官房副長官は記者会見で、トランプ大統領から日本の金融・為替政策や自動車市場に関する批判的な発言や注文は無かったことを明らかにしたほか、「トランプ大統領から２国間の貿易協定の要請も無かった」と述べました。
さらに、萩生田副長官は、記者団が「トランプ大統領から在日アメリカ軍の駐留経費の増額などについて発言は無かったか」と質問したのに対し、「駐留経費の話は先のマティス国防長官の訪日の際に完了しているという認識であり、改めてその話は無かった」と述べました。
こうした中、日本政府は、首脳会談にあわせてインフラ投資などを通じてアメリカ国内で雇用を生み出すことなどを目的とした行動計画を提案することを検討していましたが、トランプ政権の経済関係の閣僚の議会承認が遅れていることなどから、今回の会談では提案せず、閣僚の承認後に提案する方向で調整を進めることにしています。
米側、「側近中の側近」立ち会う　日米首脳会談に

共同通信2017/2/11 16:19

　【ワシントン共同】安倍晋三首相とトランプ米大統領による初の本格的な対話となった10日（日本時間11日）の日米首脳会談には、トランプ氏が信頼を寄せる「側近中の側近」（外交筋）が立ち会った。日本政府側は「日本重視の表れだ」と歓迎し、首脳間以外でも強力なパイプづくりを急ぐ考えだ。

　会談にはペンス副大統領やプリーバス大統領首席補佐官が同席。他にもトランプ氏の娘イバンカさんの夫であるクシュナー大統領上級顧問や、一連の大統領令を主導するバノン首席戦略官兼上級顧問、安全保障政策のキーマンと目される軍出身のフリン大統領補佐官（国家安全保障問題担当）が参集した。

日米首脳、2日連続で夕食会　両夫人同席、異例の厚遇

共同通信2017/2/12 13:38
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夕食会に臨む安倍首相夫妻とトランプ米大統領夫妻＝11日、米フロリダ州パームビーチ（共同）

　【パームビーチ共同】安倍晋三首相は11日夜（日本時間12日午前）、米南部フロリダ州パームビーチのトランプ米大統領の別荘で、同氏と夕食を共にした。10日に続く夕食会で、異例の厚遇。昭恵、メラニア両夫人も同席。これに先立ち、両首脳は約5時間にわたってゴルフを楽しんだ。首相としては打ち解けた雰囲気の中でトランプ氏と親睦を深め、信頼関係を確かなものにしたい考えだ。

　両首脳は午前から午後にかけてトランプ氏の別荘近くにある二つのゴルフ場で計27ホールを回った。トランプ氏は11日、安倍首相とグリーン上でハイタッチしている写真をツイッターに投稿した。

首相 トランプ大統領夫妻とフロリダで夕食会
ＮＨＫ2月11日 12時32分
日米首脳会談を終えて、トランプ大統領とともに南部フロリダを訪れている安倍総理大臣は、夕食会に招かれ、大統領夫妻と食事をしながら意見を交わしたものとみられます。
安倍総理大臣は、ワシントンのホワイトハウスで、トランプ大統領と初めての日米首脳会談を行い、アジア太平洋地域の安全保障環境に関する懸念を共有し、日米同盟や、ほかの同盟国などとの協力関係を強化していくことが重要だという認識で一致しました。
このあと、安倍総理大臣は、トランプ大統領とともに大統領専用機・エアフォース・ワンに乗り、南部フロリダを訪れました。そして、現地時間の１０日午後８時すぎから、大統領の別荘で開かれた夕食会に昭恵夫人とともに招かれ、大統領夫妻と食事をしながら意見を交わしたものとみられます。
安倍総理大臣は、現地時間の１１日には、大統領と一緒にゴルフをする予定で、外務省によりますと、日本の総理大臣がアメリカの大統領とゴルフをするのは、安倍総理大臣の祖父で当時の岸信介総理大臣とアイゼンハワー大統領の例があるということです。
安倍総理大臣としては、一連の日程を通じてトランプ大統領と親密な関係を築き、強固な日米同盟を内外に示す機会にもしたい考えです。
日米首脳会談 海外メディアの反応は
ＮＨＫ2月11日 18時15分
安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領の初めての首脳会談について、海外メディアの反応です。
アメリカのメディアは
安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領の日米首脳会談についてアメリカのメディアも詳しく伝えています。
このうち有力紙ワシントン・ポストは「トランプ大統領は、安倍総理大臣とたびたび長い握手を交わし、大統領執務室では１９秒にわたって握手し、親密な関係となっていることを示した」と伝えています。
またＡＰ通信は今回の首脳会談は、トランプ大統領が中国の習近平国家主席との電話会談で「１つの中国」の政策について習主席の求めに応じて尊重することを示した直後に行われたとして「このタイミングで日本の首相と日米同盟重視を再び確認したことはトランプ大統領のアジア政策に対する立場が日米同盟の維持というアメリカ外交の主流にシフトしていることを示している」と分析しています。
そして、「『日米同盟の重視』という言葉は、これまでの首脳会談で慣例的に使われてきたが、選挙の期間中に駐留経費の負担増額を求める発言をしていたトランプ大統領が今回、『日米同盟の重視』を口にしたことで同盟国の不安は、いったん落ち着いたに違いない」と伝えています。
中国 安全保障や経済に強い関心
国営の中国中央テレビは、１１日昼のメインニュースで概要を伝えました。
この中で、中国中央テレビは「首脳会談では双方が、安全保障分野での同盟関係を強化し、あわせて２国間の経済や貿易の結びつきを深める考えを表明した」と報じています。
また「会談のあと発表された共同声明には、『アメリカがあらゆる軍事力を使って日本を防衛する』というコミットメントが揺らぐことはないと盛り込まれた」と伝えています。
さらに、中国中央テレビは、「安倍総理大臣が記者会見で、両国が経済や貿易の問題を話し合う新たな対話の枠組みを設けることを明らかにした。両首脳は、このあと南部フロリダ州でゴルフ外交に臨む」などとも報じました。
中国政府は、今回の日米首脳会談について、公式の反応は示していませんが、国営テレビの報道からは、中国の安全保障や経済に関わる内容への強い関心がうかがえます。
韓国メディア「安全保障と経済分野に重点」
韓国のメディアは、安全保障と経済分野に重点を置いてやり取りが交わされたと報じています。
このうち公共放送ＫＢＳは、日米首脳会談について１１日朝のトップニュースで伝え、「両首脳は北の核問題や南シナ海での航行の自由など共通の課題について協力関係を深めていくことになった」としたうえで、「安倍総理大臣は、アメリカ国内での雇用の創出を約束した。アメリカは経済分野で日本の譲歩を引き出した代わりに日本は安全保障でアメリカの支持を再確認した」と伝えています。
また、通信社の連合ニュースは「尖閣諸島についてアメリカは防衛義務を果たしていく姿勢を鮮明に示し、日本側の立場に立った。トランプ政権のアジア政策は、安全保障と経済の分野で中国をけん制することにある」としてトランプ政権が、日本の果たす役割に期待しているとする見方を伝えました。
中国、日米首脳会談に高い関心　安倍氏「経済面で譲歩」

共同通信2017/2/11 23:54

　【北京共同】中国国営通信、新華社は11日、米中首脳会談を分析する記事を配信し、トランプ米大統領は米国の日本に対する一貫した安全保障上の約束を繰り返しただけなのに対し、安倍晋三首相は「経済面で譲歩した」と指摘。日本の野党側から「朝貢の旅」との声が出ていると伝えた。

　一方、国営の中央テレビは11日、日米共同声明で、米国が核と通常戦力を含めた全軍事力で日本の防衛に尽力すると明記したことなどを論評抜きで報道。「ゴルフ外交」についても触れ、安倍氏訪米に対する中国側の関心の高さを示した。

米メディア、同盟確認に焦点＝「日本に選択肢なし」指摘も
　【ワシントン時事】米メディアは１０日の日米首脳会談について、ＣＮＮテレビが会談後の共同記者会見に加え、両首脳を乗せた大統領専用機がパームビーチの空港に到着する様子を生中継するなど大きく伝えた。トランプ米大統領が過去に同盟軽視と受け取られかねない発言を繰り返しただけに、「トランプ氏、安倍晋三首相を歓迎し日本防衛の義務確認」（ニューヨーク・タイムズ紙）など、日米同盟の重要性を確認したことに焦点を当てた論調が目立つ。
　ウォール・ストリート・ジャーナル紙は、会談前に掲載された記事で「予想できない米新大統領とどう向き合うか、世界の指導者が苦悩する中、日本の首相はまず個人的関係を構築する戦略を進める」と報道。「安保で米国が頼りの日本は、それが誰であれ米大統領と協力する道を見つける以外、選択肢はほとんどない」と解説した。
　一方でＣＮＮは、メラニア大統領夫人がニューヨーク在住で、首脳会談前の日程に参加できなかったことを紹介。通常は大統領夫人が同行する行事に一人で参加する安倍首相の昭恵夫人の様子を伝えた。　
　もっとも、米国人にとって最大の関心事は、イスラム圏７カ国の国民の入国を禁じた大統領令をめぐる法廷での争い。共同会見の最初の質問もこの問題に関するもので、多くのメディアは日米関係より入国禁止をめぐる大統領の見解を大きく伝えた。（時事通信2017/02/11-09:34）
米メディア、首脳会談に強い関心　「対日、対中外交に軸」

共同通信2017/2/11 18:47

　【ワシントン共同】安倍晋三首相とトランプ大統領による10日の日米首脳会談。安倍氏がホワイトハウスに到着する場面や両首脳の共同記者会見を主要テレビが生中継するなど、米メディアは強い関心を示した。特にトランプ氏と中国の習近平国家主席による初の電話会談が行われた翌日だったこともあり「トランプ外交、対日、対中外交に軸足」といった報道も目立った。

　CNNや米公共放送（PBS）はオバマ前政権でアジア政策に関与した元高官ら日米、米中外交の関係者を相次いで出演させ、トランプ、安倍両氏の発言内容などを詳しく分析した。

安倍首相は「請願者」＝トランプ氏、アジアを優先－欧州メディア
　【ベルリン、パリ、ロンドン時事】日米首脳会談について、ドイツのラジオ局ドイチュラントフンクは１１日までに、専門家の解説として「日本は多くの面で米国に依存している」と伝えた上で、安倍晋三首相は今回「請願者として訪米した」と論じた。
　同ラジオは、首相が共同記者会見で「公職経験がないのに厳しい選挙戦を勝ち抜いた」とトランプ米大統領をたたえたことを紹介し、「再びおもねった」と指摘した。
　フランス紙ルモンドは、安倍首相が沖縄県・尖閣諸島の防衛を共同声明に盛り込むなど一定の成果を上げたと説明した。首相が記者会見で、トランプ氏のゴルフの実力について「私の腕前は大統領にはかなわない」と述べたことを、「追従しているような様子だった」と評した。
　一方、英紙タイムズは、安倍首相が異例の厚遇を受けたことと、トランプ氏が習近平中国国家主席との電話会談で「一つの中国」原則の堅持を表明したことに言及し、トランプ氏が欧州の同盟国以上に「アジアの大国との関係構築」を優先したと指摘した。　（時事通信2017/02/11-21:03）
英メディアも首脳会談に高い関心　「ゴルフ外交」

共同通信2017/2/11 19:45

　【ロンドン共同】安倍晋三首相とトランプ米大統領との会談には、米国との「特別な関係」強化を模索する英国のメディアも高い関心を寄せた。

　11日付の高級紙タイムズは握手した両首脳の写真を掲載し「トランプ氏はゴルフでアジアの力を得ようとしている」と報じた。高級紙ガーディアンも「ゴルフ外交」と題した記事で安倍氏について「トランプ氏は最良のゴルフ仲間を見つけたかもしれない」と評した。

　また、BBC放送はトランプ氏が自動車貿易の不均衡に矛先を向けていることを念頭に、日本で米国の車は受け入れられているのかどうかを探る特集を放送した。

日米会談受け14日集中審議　野党、防衛相と法相に照準

共同通信2017/2/11 18:07

　国会は14日、衆院予算委員会で日米首脳会談を受けて安倍晋三首相や関係閣僚が出席する外交、通商政策に関する集中審議を行う。15日も参院本会議で首相による訪米報告と質疑を実施。野党は会談内容をただすほか、予算委では稲田朋美防衛相、金田勝年法相に照準を定め辞任を求める。2017年度予算案採決に向けた環境整備を進める与党は辞任不要の立場で、攻防が激化しそうだ。

　首相は訪米に関し、トランプ米大統領との信頼関係の構築や日米同盟の強化など会談の成果を訴える見通し。野党は、トランプ氏が主張する2国間の経済交渉や貿易不均衡の是正への対応を問う考えだ。

しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
政権への対抗軸　野党と市民で政策つくる　ラジオ日本番組で穀田国対委員長
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（写真）穀田国対委員長


　日本共産党の穀田恵二国対委員長は１１日放送のラジオ日本「清水勝利のこれでいいのかニッポン!!Ｐａｒｔ２」に出演し、安倍政権に立ち向かうための政策について語りました。
　司会の清水氏は、４野党共通の政策が必要だとし「国民に議論をみせながら政策を決められないか」と提案しました。
　穀田氏は「実現できると思う」と回答。１２月９日に行われた市民連合（「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」）と４野党の意見交換会での議論にも触れ、「さまざまな運動と交流しながら政策をつくっていることを見てもらう必要がある」と述べました。
　清水氏は、安倍晋三首相は次期総選挙でも経済政策を押し出してくると指摘しました。
　穀田氏は、安倍首相は都合のいい経済データをいろいろあげるが、安倍政権のもとで下がり続けている個人消費と実質賃金は全く触れないと指摘。安倍首相の“詐術”を突かない巨大メディアの責任を問うとともに、野党側にも明確な対抗軸が必要だとし、「格差と貧困の是正」を強調しました。長時間労働の是正や最低賃金の引き上げ、非正規雇用から正規社員への流れをつくることで本当の好循環を生みだすことができると力説しました。
　清水氏は「穀田さんの話はよく聞くと分かる」としつつ、選挙になると政権側の受けのいい言葉ばかりが国民の耳には入ってしまうと懸念。「野党側にも聴衆が振り返るような言葉が必要では」と投げかけました｡
　穀田氏も「政策がいいだけでなく、政策を分かってもらう必要がある。希望を語るとともに、現実的かつインパクトのある言い方をしなければいけない」と応じ、「いい知恵をいただいたので努力したい」と表明しました。
しんぶん赤旗2017年2月12日(日)
県党会議に野党集結　民進・自由・社民の代表初出席　神奈川　共闘　必ず実らせよう
　横浜市内で１１日、日本共産党の第５８回神奈川県党会議が開かれ、来賓として初めて３野党が出席しました。民進党の阿部知子衆院議員、自由党県連の樋高剛代表、社民党県連の金子豊貴男幹事長（相模原市議）があいさつしました。
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（写真）会議出席者からの拍手に応える（壇上前列左から）はたの、金子、田母神、阿部、樋高の５氏＝11日、横浜市内


　阿部氏は「民主主義を取り返すため次の連携に向けて、この場から新しい大きな一歩を踏み出すものです」とあいさつ。共産党が第２７回大会で野党共闘に向けて新たな一歩を踏み出したことを歓迎し「私たちも勇気を持って、共闘の輪を広げたい」と述べました。
　樋高氏は「共産党の決断があったからこそ、野党共闘がここまで進んだのではないか。みなさまのリーダーシップ発揮にお礼を申し上げたい」と強調。「選挙は世の中を良くするチャンスでもある。信頼のスクラムをしっかりと組んで共闘を進める決意です」と表明しました。
　金子氏は、安倍政権が今国会に提出しようとしている「共謀罪」法案は「弾圧を強めるものだ」と批判。「野党４党がしっかり連携して安倍政治に抵抗していかなければならない。日本の政治を取り戻すために頑張りたい」と訴えました。
　３野党代表者と共産党の田母神悟県委員長、はたの君枝衆院議員（南関東比例・神奈川１０区重複候補）は、参加者とともに「団結がんばろう」と唱和。代議員らの連帯の拍手と声援に、手をつないで応えました。
　３野党の出席を歓迎した田母神氏は、県内では、野党共闘を求める市民が組織を立ち上げ活発に活動していると紹介し「必ず野党共闘を実らせ、安倍自公政権に退場の審判を下そう」と述べました。
Ｆ３５、垂直着陸訓練を開始＝佐世保の強襲艦搭載控え－岩国基地
　岩国基地（山口県岩国市）に配備された米海兵隊のＦ３５Ｂ最新鋭ステルス戦闘機が垂直着陸訓練を同基地で開始したことが１２日、海兵隊への取材で分かった。Ｆ３５は沖縄県の空域でも飛行訓練を始めており、訓練が本格化している。


米海兵隊岩国基地（山口県岩国市）で、垂直着陸のためホバリングする海兵隊のＦ３５Ｂ最新鋭ステルス戦闘機＝３日、岩国基地（米海兵隊提供）
　垂直着陸訓練は１月３１日から始まった。今秋に佐世保（長崎県）に配備される強襲揚陸艦「ワスプ」の艦載機として運用されることに備えたもので、海兵隊は「操縦士の着艦技量を高める」などとしている。（2017/02/12-14:57）
自民 退位は特別法一代限りに 意見取りまとめへ
ＮＨＫ2月12日 6時13分
天皇陛下の退位をめぐる法整備について、自民党は、１３日、「将来にわたる退位の要件を定めるのは困難だ」などとして、一代限りの退位を可能とする特別法の制定が望ましいとすることで、党の意見を取りまとめる方針です。
天皇陛下の退位をめぐる法整備などに向けて、衆参両院の正副議長は、来月中旬までをめどに、国会としての考え方をまとめたいとしていて、今月下旬に、各会派から個別に意見を聞く方針です。
これを前に、自民党は、１３日、法整備の在り方などを検討してきた懇談会の会合を開き、党の意見を取りまとめる方針です。
会合で、座長を務める高村副総裁は、「恒久的な制度とする場合、現時点で、将来にわたる退位の要件を定めるのは困難だ」などとして、一代限りの退位を可能とする特別法の制定が望ましいとする方針を示し、了承を得たい考えです。
また、憲法と特別法との関係を明確にするため、皇室典範の付則に、特別法を定める根拠となる規定を盛り込むべきかどうかについても、調整したいとしています。
一方、公明党も、１４日にも、衆参両院のすべての議員を対象にした会合を開き、一代限りの退位を支持する方向で意見を取りまとめたい考えです。
スノーデン容疑者引き渡し検討か＝ロシアがトランプ氏に「贈り物」－米報道


エドワード・スノーデン容疑者＝２０１３年６月、香港（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米国家安全保障局（ＮＳＡ）の機密情報を暴露した元中央情報局（ＣＩＡ）職員、エドワード・スノーデン容疑者について、米ＮＢＣテレビは１０日、亡命先のロシア当局が米国への身柄引き渡しを検討しているもようだと報じた。ロシアとの関係改善を掲げるトランプ米大統領への「贈り物」という。
　ロシア当局内の討議状況を詳述した機密情報報告を分析した米高官はＮＢＣに対し、引き渡しは「トランプ氏の歓心を買うためのさまざまな計略の一つ」だとの見方を示した。別の情報関係者は、ロシア側の内部議論に関する情報は、トランプ氏の大統領就任後に集められたと語った。
　トランプ氏は就任前の昨年７月、スノーデン容疑者について「完全な裏切り者で、（引き渡されれば）情け無用で対応する」と主張していた。米連邦法上、同容疑者は有罪なら最低３０年の禁錮刑に処せられる。（時事通信2017/02/11-11:49）
スノーデン氏引き渡し検討か　亡命先のロシア、米報道

共同通信2017/2/11 14:02
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CIA元職員のスノーデン容疑者（ゲッティ＝共同）

　【ワシントン共同】米NBCニュースは10日、米政府の情報収集を暴露した中央情報局（CIA）元職員のスノーデン容疑者について、政治亡命先のロシア側がトランプ政権に配慮して引き渡しを検討している情報があると報じた。

　トランプ大統領はロシアのプーチン大統領に融和的な姿勢を示している。NBCニュースによると、米政府高官は「スノーデン氏の引き渡しはトランプ氏の機嫌を取る策略の一つ」と語った。

　スノーデン容疑者は米司法当局にスパイ活動取締法違反などの容疑で訴追された。

沖縄の山城議長勾留 元高裁判事も疑問　「基地反対への弾圧」

東京新聞2017年2月11日 朝刊 

	[image: image23.jpg]





　沖縄県で米軍基地建設に反対する抗議行動に絡んで逮捕、起訴された沖縄平和運動センターの山城博治（ひろじ）議長（６４）の勾留が四カ月近くになった。保釈が認められやすくなる中、「人質司法」と批判する声も上がる。勾留を決めるのは警察でも検察でもなく、裁判所。元東京高裁裁判長の木谷（きたに）明弁護士（７９）は本紙の取材に「ここまで身柄を拘束する事案とは思えない。基地反対運動に対する弾圧と言われても仕方ない」などと元判事の視点から疑問を呈した。　（清水祐樹）

　「裁判官は、検察官の主張に乗せられてしまいがちだ」。木谷さんは古巣についてこう嘆く。検察は勾留が必要な理由を書いた書類や資料を裁判所に提出し、裁判所が判断する。自身は東京高裁裁判長だった二〇〇〇年、東京電力女性社員殺害事件で、東京地裁で無罪判決を受けたネパール人男性について、控訴した検察側の勾留要請を退けた経験を持つ。後に別の裁判長が勾留を認めたが、男性は一二年に無罪が確定した。

　山城議長は一六年十～十一月、沖縄防衛局職員の腕をつかんでけがを負わせたとする傷害などの容疑で三回逮捕され、他の二人とともに勾留が続く。那覇地裁は「証拠隠滅の恐れがある」として保釈を認めず、弁護士以外との面会を制限している。木谷さんは「厳しすぎる。精神的な支援を遮断して自白を迫る『人質司法』の手法だ」と指摘する。

　逮捕当初の勾留については「抗議行動の仲間に虚偽の証言をさせる可能性などから必要はあったかもしれない」とする一方、百日を超える勾留には「説得力がない」と言い切る。事件の現場には、いずれも周りに大勢の人がいた。「目撃者が多く、客観的な証拠は集まったはずだ。今更、口裏合わせもできないだろう」

　最近では、保釈を認めたり、検察側の勾留請求を却下したりする割合が高まっている。最高裁によると、保釈率は〇六年の１３・９％から一五年は２５・７％へ、勾留請求却下率は〇六年の０・７％から一五年には３・３６％へ大幅に上がった。

　木谷さんは言う。「重大事件でもないのに、いつまでも勾留しておくような判断は残念だ」

＜勾留＞　逮捕された容疑者や起訴された被告の身柄を警察署や拘置所などの施設に収容し、拘束する処分。刑事訴訟法で規定している。罪を犯したことが疑われ、証拠隠滅や逃亡の恐れがあるなどの理由が必要で、裁判所が決定する。逮捕後の期間は１０日で例外的な罪を除き、さらに最大１０日延長できる。起訴後の期間は２カ月で、必要性が認められる場合は１カ月ずつ更新できる。被告や弁護人らは保証金の納付を条件に拘束を解く「保釈」を請求でき、裁判所は証拠隠滅の恐れなどがない場合は認めなければならない。

＜きたに・あきら＞　１９３７年、神奈川県生まれ。東京大法学部卒。東京、名古屋両地裁判事、最高裁調査官、水戸地裁所長などを歴任。２０００年に東京高裁判事部総括で退官後、公証人を経て０４年から法政大法科大学院教授。１２年に退職、弁護士登録。刑事裁判で数々の無罪判決を出したことで知られる。
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